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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第65期
第１四半期
連結累計期間

第66期
第１四半期
連結累計期間

第65期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (千円) 4,908,053 4,280,866 22,097,994

経常利益又は経常損失（△） (千円) △35,890 △22,627 520,548

当期純利益又は四半期純損失
（△）

(千円) △17,364 △20,368 298,811

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △12,675 △37,651 422,933

純資産額 (千円) 8,391,645 8,590,960 8,733,297

総資産額 (千円) 14,957,868 14,847,675 15,777,031

１株当たり当期純利益金額又は
四半期純損失金額（△)

(円) △1.38 △1.66 23.87

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.0 57.7 55.2

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び

連結子会社）が判断したものであります。

　

　　特定の取引先への依存リスク

当社グループの数多い取引先のうち、主要取引先であります西日本電信電話株式会社への売上依存

度が前第１四半期連結累計期間においては35.3％、当第１四半期連結累計期間においては33.4％と高

い割合となっております。

　今後も取引の維持・拡に努める所存ですが、西日本電信電話株式会社からの受注動向により、当社グ

ループの売上高、利益に影響を受ける可能性があります。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子

会社）が判断したものであります。

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ユーロ圏における財政不安を背景とした世界経済

の減速懸念から円高・株安が継続しており、国内景気の先行きは不透明な状況が続いております。

このような状況のもと、当社グループといたしましては、市場の変化に即応し、お客様サービスの更な

る向上に努めるため、平成24年４月１日付で組織を改編し、７ビジネス本部制とし、ビジネス本部間の連

携を強め、効率的なビジネス展開を全社で遂行することとし、当期目標を達成すべく、当期の重点施策を

着実に遂行するよう努めているところであります。

当第１四半期連結累計期間の経営成績は、光関連工事の減少が大きく、受注高は46億89百万円（前年同

期比9.8％減）、売上高は42億80百万円（前年同期比12.8％減）となりました。

損益面につきましては、売上高が減少したことに伴い、営業損失47百万円（前年同四半期は営業損失65

百万円）、経常損失は22百万円（前年同四半期は経常損失35百万円）、四半期純損失は20百万円（前年同

四半期は四半期純損失17百万円）となりました。
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各セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、当第１四半期連結会計期間より組織改編による

管理体制変更に伴い、セグメント区分を変更しております。これに伴い前年同期値は新セグメントに組み

替えております。

　

(通信設備エンジニアリング事業）

 インフラ設備関連工事等の減少ならびに光関連工事の減少が大きく、受注高は29億16百万円（前年同期

比17.3％減）、売上高は26億67百万円（前年同期比20.3％減）となりました。

 

(ＩＣＴソリューション事業）

 国内景気が緩やかな回復基調にあるなか、顧客ニーズを取り込む営業を展開した結果、受注高は17億73

百万円（前年同期比6.1％増）、売上高は16億13百万円（前年同期比3.5％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結累計期間末の財政状態は、総資産は148億47百万円で前連結会計年度末比９億29百万

円の減少となりました。これは流動資産においては96億24百万円と、前連結会計年度末比９億８百万円減

少し、固定資産が52億23百万円と、前連結会計年度末比21百万円減少したことによります。

流動資産の減少の主な要因は、「受取手形・完成工事未収入金等」が前連結会計年度末比21億66百万

円減少したこと等であります。

固定資産の減少の主な要因は、「無形固定資産」が前連結会計年度末比28百万円減少したこと等であ

ります。

負債の部は62億56百万円で、前連結会計年度末比７億87百万円減少しました。内訳は流動負債で前連結

会計年度末比７億79百万円減少し、固定負債で前連結会計年度末比７百万円減少しております。

流動負債の減少の主な要因は、「支払手形・工事未払金等」が前連結会計年度末比７億86百万円減少

したこと等であります。

固定負債の減少の主な要因は、「退職給付引当金」が前連結会計年度末比11百万円減少したこと等で

あります。

純資産は85億90百万円で前連結会計年度末比１億42百万円の減少となりました。主な要因としまして

は、「利益剰余金」が前連結会計年度末比１億18百万円減少したこと等であります。

この結果、自己資本比率は前連結会計年度末の55.2％から57.7％に増加いたしました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は7百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 33,197,000

計 33,197,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 13,428,00013,428,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株
であります。

計 13,428,00013,428,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ― 13,428 ― 1,493,931 ― 1,428,916

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができないことから、直前の基準日である平成24年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成24年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 1,182,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,096,00012,096 ―

単元未満株式 普通株式 150,000 ―
一単元（1,000株）未満
の株式

発行済株式総数 13,428,000― ―

総株主の議決権 ― 12,096 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式537株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成24年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日本電通株式会社

大阪市港区磯路
２丁目21番１号

1,182,000 ― 1,182,000 8.80

計 ― 1,182,000 ― 1,182,000 8.80

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１日

から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、監査法人浩陽会計社による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,628,602 2,776,848

受取手形・完成工事未収入金等 ※1
 5,616,032

※1
 3,449,977

有価証券 1,256,517 1,756,602

未成工事支出金 717,994 1,330,845

商品 30,987 34,065

材料貯蔵品 6,819 6,735

その他 281,057 271,760

貸倒引当金 △5,247 △2,384

流動資産合計 10,532,764 9,624,451

固定資産

有形固定資産

土地 2,214,101 2,214,101

その他（純額） 1,023,930 1,049,354

有形固定資産合計 3,238,031 3,263,455

無形固定資産 611,246 582,882

投資その他の資産

投資有価証券 1,063,126 1,040,772

その他 350,297 354,394

貸倒引当金 △18,434 △18,280

投資その他の資産合計 1,394,989 1,376,886

固定資産合計 5,244,266 5,223,224

資産合計 15,777,031 14,847,675

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 3,053,162 2,266,388

短期借入金 2,000,000 1,850,000

未払法人税等 126,429 39,396

賞与引当金 151,291 220,822

工事損失引当金 13,314 43,997

その他 654,395 798,770

流動負債合計 5,998,593 5,219,375

固定負債

退職給付引当金 641,700 630,218

負ののれん 14,740 11,055

その他 388,699 396,065

固定負債合計 1,045,140 1,037,339

負債合計 7,043,734 6,256,715
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,493,931 1,493,931

資本剰余金 1,428,916 1,428,916

利益剰余金 6,018,285 5,899,953

自己株式 △344,135 △350,856

株主資本合計 8,596,997 8,471,943

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 170,372 155,657

土地再評価差額金 △64,720 △64,720

その他の包括利益累計額合計 105,651 90,937

少数株主持分 30,647 28,079

純資産合計 8,733,297 8,590,960

負債純資産合計 15,777,031 14,847,675
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

売上高 4,908,053 4,280,866

売上原価 4,390,958 3,766,303

売上総利益 517,095 514,562

販売費及び一般管理費

給料及び手当 234,590 214,731

賞与引当金繰入額 36,699 33,571

退職給付費用 6,493 14,510

その他 304,614 298,776

販売費及び一般管理費合計 582,397 561,590

営業損失（△） △65,301 △47,027

営業外収益

受取利息 962 660

受取配当金 18,793 16,787

その他 16,246 13,131

営業外収益合計 36,002 30,579

営業外費用

支払利息 4,929 4,547

不動産賃貸費用 1,424 845

その他 238 786

営業外費用合計 6,592 6,179

経常損失（△） △35,890 △22,627

税金等調整前四半期純損失（△） △35,890 △22,627

法人税、住民税及び事業税 33,220 37,713

法人税等調整額 △52,314 △37,407

法人税等合計 △19,094 305

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △16,796 △22,932

少数株主利益又は少数株主損失（△） 568 △2,564

四半期純損失（△） △17,364 △20,368
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △16,796 △22,932

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 4,120 △14,718

その他の包括利益合計 4,120 △14,718

四半期包括利益 △12,675 △37,651

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △13,359 △35,082

少数株主に係る四半期包括利益 683 △2,568
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】
　

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日　至  平成24年６月30日)

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取

得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　期末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。

なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満

期手形を満期日に決済が行われたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

受取手形 5,701千円 60,134千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

　　　売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日　至  平成23年６月30日）及び当第１四半期連結

累計期間（自  平成24年４月１日　至  平成24年６月30日）

当社グループ（当社及び連結子会社）においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会

計期間に集中するため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比

べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償

却額は、次のとおりであります。
　

　
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

減価償却費 33,548千円 59,826千円

負ののれんの償却額 4,171千円 3,685千円

　

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日　至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 126,190 10平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日　至  平成24年６月30日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 97,963 8 平成24年３月31日 平成24年６月29日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

　Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日　至  平成23年６月30日)

　
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　
　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２　

通信設備エンジ
ニアリング事業

ＩＣＴソリュー
ション事業

計

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 3,348,8021,559,2514,908,053 ─ 4,908,053

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

1,162 26,297 27,459 △27,459 ─

計 3,349,9641,585,5494,935,513△27,4594,908,053

セグメント利益又は損失(△) 151,941△20,159 131,782△197,083△65,301

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額△197,083千円には、セグメント間取引消去5,193千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△202,276千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

　Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日　至  平成24年６月30日)

　
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 (単位：千円)

　 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結損益
計算書計上額
(注)２　

通信設備エンジ
ニアリング事業

ＩＣＴソリュー
ション事業

計

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 2,667,5451,613,3214,280,866 ─ 4,280,866

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

2,107 17,573 19,680 △19,680 ─

計 2,669,6521,630,8944,300,546△19,6804,280,866

セグメント利益又は損失(△) 92,853 83,750 176,603△223,631△47,027

(注) １　セグメント利益又は損失の調整額△223,631千円には、セグメント間取引消去4,841千円、各報告セグメント
に配分していない全社費用△228,472千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し
ない一般管理費であります。

２　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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　２．報告セグメントの変更等に関する事項

(1)　当第１四半期連結会計期間より、日本電通株式会社の組織改編に伴い、事業セグメントの区分方法を見

直し、報告セグメントを従来の「通信エンジニアリング事業」「ＩＣＴサービス事業」から、「通信設

備エンジニアリング事業」「ＩＣＴソリューション事業」に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成してお

り、前第１四半期連結累計期間の「１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関す

る情報」に記載しております。

(2)　会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴

い、当第１四半期連結会計期間から、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更したため、報告セグメントの減価償却の方法を改正後の

法人税法に基づく方法に変更しております。なお、これによる当第１四半期連結累計期間のセグメント

利益又は損失に与える影響額は軽微であります。

　
３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

　

(のれんの金額の重要な変動)

該当事項はありません。

　

(重要な負ののれんの発生益)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)
　

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △1円38銭 △1円66銭

　　(算定上の基礎) 　 　

　　四半期純損失（△）(千円) △17,364 △20,368

　　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　　普通株式に係る四半期純損失（△）(千円) △17,364 △20,368

　　普通株式の期中平均株式数(株) 12,610,572 12,238,229

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年８月10日

日本電通株式会社

取締役会　御中

　

監査法人浩陽会計社

　
代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　大　　井　　崇　　資　　印

　
代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　財　　部　　昭　　二　　印

　
代表社員 
業務執行社員

　 公認会計士　　鹿　　取　　丈　　士　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本

電通株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平

成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連

結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本電通株式会社及び連結子会社の平成24年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　

 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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